


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1925.5 京都成安女子学院 専攻部高等師範科 心理学教育学 心理学、教育学、
教授法学校管理法
尋本正
※申請をしたものの「認定校」には認定されなかった
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尋本正も小専正もすべての学校で学科目「教育」等があることがわかる42（表6）。
（4）申請Dと「1922年内規」の一部改正
　京都成安女子学院は、1924年10月8日に補習科（普通部補習科）と専攻部（専
攻部高等師範科と家庭科）の尋本正と裁縫科の小専正「認定校」を申請する（申
請D）。
　1925年5月2日の実地視察による結果に関する「理由」には、「専攻部家庭科
卒業生ニ対スル尋正出願以外ハ総テ適当ヲ認メタルニ因ル」と書かれている。
専攻部家庭科が除外されたのは、修業年限が2箇年で、3箇年に満たないためで
あり、最終的な同校宛の通牒案でも、「認定校」名を加筆する「1922年内規」
の一部改正案でも、「専攻部高等師範科…修業年限3箇年ノ課程」と明記されて
いる。
　この「1922年内規」一部改正の際に、第2条第5号（尋本正の高等女学校補習
科）、第3条第4号（小専正の高等女学校）に専検指定の女学校が追加される。
上記「理由」には、「特ニ学校名ヲ入レサルハ本改正ヲ機トシ高等女学校ノ学
科程度同等以上ト指定セラレタル一般ノ女学校ヲモ認メントスルニ因ル」と記
載されている。前述したとおり1921年8月に第107条第5号に専検指定校が含ま
れた（表1）ため、専検指定校が盛り込まれることが可能であった。
　ちなみに京都成安女子学院補習科は、同校宛の通牒案で、尋本正「認定校」
としては認められず、「卒業者ニハ管内小学校ニ3箇月勤務後成績佳良ナル者」
に限って無試験検定で尋本正の教員免許状を授与するとされる。「1922年内規」
の尋本正に関する第2条第5号「高等女学校卒業後修業年限1箇年以上ノ補習科
ニ於テ毎週2時間以上教育ニ関スル学科ヲ学修シ卒業シタル者」と同じ扱いで
ある。1924年3月8日に専検指定を受けた京都成安女子学院普通部本科を高等女
学校と同等とみなし、その普通部本科の卒業者を入学させる修業年限1箇年の
同校補習科では学科目「心理教育」で毎週4時間「心理教育教授法学校管理法」
を学んでいるので、「1922年内規」第2条第5号に該当すると判断したものと思
われる。
　専検指定の女学校の補習科卒業者が尋本正の無試験検定の資格を得ることに
なった第一号が京都成安女子学院普通部補習科であったといえる。
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　同校宛の通牒案では京都成安女子学院補習科・専攻部は裁縫科の小専正「認
定校」にするとなっていたにもかかわらず、1925年5月5日に起案される最終的
な「小学校教員幼稚園保姆無試験検定内規改正ノ件」の稟議では「認定校」と
しての記載はない。「1922年内規」の第3条第4項扱いとした可能性がないわけ
ではない43。
まとめ
　「認定校」を認定するための審査過程が唯一記載されている京都府行政文書
を活用し、その過程を解明した。そして、その対象時期に小学校令施行規則の
改正と「文部省調査標準」の制定があり、それが府の「内規」改正に与えた影
響と審査における教授内容・時数の検討の精緻化、「認定校」における教育学
の学修と教育実習が重視されるようになったことについて明らかにした。
　具体的には、提出書類の内容は学科課程と教授時数、教員の学歴・資格、入
学資格であり、それに基づいて審査がされ、さらに「1922年度内規」成立以降
は実地視察も実施されるようになる。
　入学資格に関する審査は厳密であり、また1921年の「文部省調査標準」以降
各種学校（専検指定校を除く）の「認定校」がなくなる点も京都府の特徴である。
　小専正の「認定校」の審査では、「高等小学校卒業ト同等以上ノ学力」に関
しては国語・算術・修身の時間数で判断され、担当教科に関する学修に関して
は師範学校で履修する授業時間数を基にした「標準時数」との比較で判断された。
　とりわけ「1922年内規」以降の審査では、「認定校」在学中の「教育学ノ学修」
が重視されそのレベルが確認され、また尋本正「認定校」には在学中の教育実
習が重視された。
　教育実習が重視されていたことは、他の学校卒業等による無試験検定で必須
とされていた教職歴が「認定校」卒業生だけ免除されていたことを意味し、「認
定校」が特別扱いされていたといえる。笠間は、宮城県を事例として検討し、
試験検定は「事前の準備講習や試験問題の作成・採点などの一連の業務を担っ
たのは師範学校教員であり、実質的には師範学校の強い影響下におかれていた
とみることができる」「（無試験検定の方が）師範学校からの『距離』は試験検
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定の場合よりの遠かったとみるべきではないのかと思われる」（カッコ内は引
用者）と指摘している44。さらに、教職歴を求められなかった「認定校」は、
教育実習を除けば教員社会との接触・参入がない状態で教員免許状を取得し得
たといえる。これをどのように見るかについては、今後の課題としたい。
　本稿は京都府を事例として「認定校」について検討した。さらに他の府県の
同様の史資料が発見され検討が進む中で、本稿で解明した内容との異同が明確
になり、「認定校」に関する事実がさらに解明されることを期待したい。
注
1 寺﨑昌男・「文検」研究会編『「文検」の研究―文部省教員検定試験と戦前教育学』（学
文社、1997年2月）とともに、筆者も共同研究に参加し執筆した寺﨑昌男・「文検」
研究会編『「文検」試験問題の研究―戦前中等教員に期待された専門・教職教養と
学習―』（学文社、2003年2月）、船寄俊雄・無試験検定研究会編『近代日本中等教
員養成に果たした私学の役割に関する歴史的研究』（学文社、2005年2月）を契機と
して研究が進み、以後多くの研究成果が蓄積されている。
2 野村新他編『教員養成史の二重構造的特質に関する実証的研究―戦前日本における
地方実践例の解明―』渓水社、2001年2月や、釜田史『秋田県小学校教員養成史研
究序説―小学校教員検定試験制度を中心に―』学文社、2012年2月など。
3 前掲『教員養成史の二重構造的特質に関する実証的研究』も同様である。
4 文部省科学研究費補助金基盤研究（B）（1）「戦前日本の初等教員に求められた教職
教養と教科専門教養に関する歴史的研究―教員試験検定の主要教科とその受験者た
ちの様態の分析―」（研究代表者：井上惠美子、2002～2005年度）に始まり、以後
同基盤研究（C）（一般）「戦前日本の初等教員養成における初等教員検定の意義と
役割に関する通史的事例研究」（研究代表者：丸山剛史、2011～2013年度）、同基盤
研究（C）「戦前日本の初等教員養成における初等教員検定の果たした役割に関する
府県比較研究」（研究代表者：丸山、2014～2017年度）、同基盤研究（B）「戦前日本
の初等教員養成における初等教員検定の果たした役割に関する歴史的研究」（研究
代表者：丸山、2017～2021年度）において研究を継続している。
5 1909年4月文部省令第12号「小学校令施行規則中改正」。
6 1921年8月文部省令第36号「小学校令施行規則中改正」。
7 1926年4月文部省令第18号「小学校令施行規則中改正」。なお、高等女学校の専攻科は、
1899年2月の勅令第31号「高等女学校令」では「専攷科」と表記されているものの、
この「小学校令施行規則中改正」でも、また本稿で使用した京都府立総合資料館（現
「京都府立京都学・歴彩館」）所蔵の行政文書でも「専攻科」と記載されているので、
本稿では「専攻科」と表記する。
8 厳密には当該学校の某課程が認定される仕組みであるものの、「認定課程」ではな
く「認定校」と称する。
9 「内規」についての詳細は、科研費共同研究報告書『戦前日本の初等教員養成にお
ける初等教員検定の果たした役割に関する府県比較研究』2018年3月を参照。なお、
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例えば大阪府では『大阪府公報』に、山口県では『山口県報』に、内規という形態
はとらずに告示という形で「認定校」が公表される府県もある。
10 例えば、京都府の「小学校教員幼稚園保姆無試験検定内規」（請求番号大12-25-1、
1923年2月20日起案「小学校教員幼稚園保姆無試験検定内規中一部改正ノ件」に所収）
の冒頭には　と記されている。
11 以下、小本正、尋本正、小准、尋准、小専正と略す。
12 前述したとおり大阪府では「認定校」の学校とその課程が公表され、そこに高等女
学校補習科が含まれている（丸山剛史「大阪府の小学校教員検定制度における無試
験検定資格附与・取扱・認定校」前掲『戦前日本の初等教員養成における初等教員
検定の果たした役割に関する府県比較研究』69～77頁）。京都府に関しては後述する。
13 拙稿「『小学校教員無試験検定認定校』の全国的動向」前掲『戦前日本の初等教員
養成における初等教員検定の果たした役割に関する府県比較研究』21～37頁に、判
明している全国の「認定校」を一覧にしている。
14 例えば、笠間賢二「小学校教員無試験検定に関する研究―宮城県を事例として―」『宮
城教育大学紀要』第42巻、2008年2月、173～191頁、釜田史「小学校教員無試験検
定認定校に関する事例研究―秋田県の場合―」科研費共同研究報告書『戦前日本の
初等教員養成における初等教員検定の意義と役割に関する通史的事例研究』2014年
3月、39～53頁など。なお笠間「小学校教員無試験検定研究の課題」『宮城教育大学
紀要』第51巻、2017年1月、149～158頁に、この間の「認定校」を取り扱った先行
研究の成果と課題についてまとめられている。
15 佐野友恵「幼稚園保姆無試験検定に関する研究―幼稚園令制定以前を中心に―」日
本乳幼児教育学会『乳幼児教育学研究』第23号、2014年12月、35～45頁。
16 1931年4月の京都府令第31号「小学校令施行細則」制定にともなって廃止。
17 「1920年内規」が作成された期日は不明である。管見の限り同内規が最初に登場す
る京都府行政文書が1920年10月である（請求番号大11-40-23、1922年1月17日起案「小
学校教員幼稚園保姆無試験検定ニ関スル内規改正ノ件通牒案」に所収）ため、ここ
では「1920年内規」と称することにする。
18 その後京都府の「小学校教員幼稚園保姆無試験検定内規」は1937年に改正される。
詳しくは、遠藤健治「戦前日本において、私立学校は小学校教員養成の埒外にあっ
たのか―京都府小学校教員無試験検定内規の復刻をとおして―」美作大学・美作短
期大学部紀要第63号、2018年3月、1～8頁を参照。
19 『百年史 京都市立芸術大学』1981年3月、6頁・42頁。ただし、『例規類纂』には掲載
されていない。
 『例規類纂』には次の2校が文部大臣から小学校教員無試験検定の認可を得たとの通
牒が掲載されている。一つは体操科の小専正の日本体育会体操学校であり、第107
条第6号に該当するとして第118号に基づいて、1901年2月21日の本科と別科（丑普
甲106号）、1903年7月23日の女子部（卯普甲2210号）、もう一つは音楽科の小専正の
官立東京音楽学校であり、第107条第3号に該当するとして1902年3月28日の予科（寅
普甲879号）である。
20 小准の「認定校」に関しては「第2条（尋本正）該当者」（カッコ内は引用者）と「1920
内規」に記載されているだけである。
21 これらの学校の内、平安女学院（表2のA）以外は申請文書が未発見であるため、「認
定校」に認定された時期は不明である。
秘
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　　ただし、京都高等女学校専攻科が「認定校」になったのは1918年12月12日であると、
表3のBの申請書類に記載されている。なお、『京都女子学園八十年史』（1990年12月、
709頁）に、1912年3月に「（京都高等女学校の）補習科に教育科目を加設し、同学
科卒業生に小学校教員の免許状が、無試験検定にて授与されることとなる」（カッ
コ内は引用者）と記載されている（免許状の種類は不明）。この記述が正確である
ならば（この申請文書は未発見であり、本稿で検討した京都府行政文書にこの件に
ついての記載はない）、1912年3月に補習科が「認定校」になったものの、1917年5
月に補習科を廃止して専攻科を設置したのに伴い、改めて1918年12月に専攻科が「認
定校」になったことになる。
22 表2の京都女子高等専門学校の課程の名称は、「1922年内規」の記載に従ったため「本
科家政科」「家政科本科」など多様な表記になっている。表3のBに綴られている「京
都女子高等専門学校規則」によると、本科と研究科があり、本科は家政科・国文科・
英文科に分かれている。本科の入学資格（高等女学校等の卒業でなくとも「全科目
ヲ学修スル学力アリト認メタル者」を別科生として入学を認めているので、別科生
の履修科目は本科生徒と同じであると推測される。
23 中等教員免許状を取得していないと推測される音楽科担当教員に関しては音楽科の
小専正免許状について記載されている。
24 前掲、請求番号大11-40-23「小学校教員幼稚園保姆無試験検定ニ関スル内規改正ノ
件通牒案」に所収。
25 特別な断りがない限り、本節で使用の文書の出典は請求番号大11-40-21、1922年1月
26日起案「小学校裁縫専科正教員試験検定特別取扱ニ関スル件」である。
26 修身の授業時数は多いと判断されている。
27 前掲、請求番号大11-40-23「小学校教員幼稚園保姆無試験検定ニ関スル内規改正ノ
件通牒案」に所収。
28 前掲、請求番号大11-40-23「小学校教員幼稚園保姆無試験検定ニ関スル内規改正ノ
件通牒案」に所収。
29 ただし、専検指定の各種学校は第107条第5号に該当するので除く。
30 佐藤米一編『愛知県小学教員受験要訣』学栄堂書店、1925年12月、266～268頁に、
第6号に基づく無試験検定は「教員が沢山必要だとか、准教員や代用教員をなるべ
く正教員にする為めとかいふ様なことがあるときに」、県から通牒を発し「これこ
れの要件の具備してゐる者があつたら出願さして呉れ」というものであると記され
ている。
31 宮城県下の東北女子職業学校は、第107条第6号に基づき高等研究科第三部裁縫師範
科が1924年に申請し（『三島学園創立五十年史』1953年10月、42～43頁）、実際に裁
縫科の小専正「認定校」になっている（笠間「1920年代半ば以降の小学校教員検定
―無試験検定の拡充―」『宮城教育大学紀要』第49巻、2015年1月、221～236頁）。
また前掲釜田「小学校教員無試験検定認定校に関する事例研究」によると、秋田県
立秋田高等女学校女子講習科も第6号を根拠として知事宛に申請し、1928年に尋本
正「認定校」になっている。
32 「中等教員試験検定受験資格認定学校」に関しては、拙稿「中等教員免許状制度と
教職に就いた戦前期フェリス卒業生の動向」フェリス女学院資料室紀要『あゆみ』
第68号、2015年6月、38～65頁を参照。
33 拙稿「小学校教員免許状制度における無試験検定校の一ルート」前掲『戦前日本の
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初等教員養成における初等教員検定の意義と役割に関する通史的事例研究』33～38
頁、拙稿「愛知県における『小学校教員無試験検定認定校』制度」前掲『戦前日本
の初等教員養成における初等教員検定の果たした役割に関する府県比較研究』65～
68頁。
34 前掲『京都女子学園八十年史』、716頁には「無試験特別扱い」と記載されているも
のの、「試験特別扱い」の誤りである。
35 『京都橘女子学園百年史』2002年10月、101頁では、1930年段階のものであり、「臨
時試験検定」との名称であるものの、府の学務課からの依頼状により、臨時試験検
定の願書用紙が学務課から当該校に配布される仕組みであることが紹介されている。
36 「1920年内規」には記載されていなかった府立京都第一高等女学校高等科が尋本正「認
定校」になった時期は申請文書が未発見のため不明である。ただし、1921年11月30
日起案の「小学校教員幼稚園保姆無試験検定内規改正ノ件　稟議」には同校が記載
されていない「1922年内規」案と記載された「1922年内規」案が添付されているので、
この時期であると推測される。
37 前掲拙稿「小学校教員免許状制度における無試験検定校の一ルート」。
38 申請Dの時には女子師範学校裁縫科担任教諭も実地視察に参加している。
39 尋本正の試験検定の試験科目とその程度を定めている。
40 国立公文書館所蔵請求番号昭47文部01167100～01198100「公立私立学校卒業者ニ対
シ無試験検定ノ取扱ヲ許可シタル学校」に所収。中等教員無試験検定許可学校に関
しては前掲『近代日本中等教員養成に果たした私学の役割に関する歴史的研究』を
参照。
41 申請Cにより、京都女子高等専門学校の英文科本科は、最初の英語科の小専正「認
定校」になる。
42 注21で紹介した京都高等女学校補習科が1912年3月に「認定校」になる際に「教育
科目」を加設したという『京都女子学園八十年史』の叙述から推測すると、既に
1912年段階から「認定校」には教育に関する科目が必須であるとされていた可能性
がある。
43 府立京都第二高等女学校に関しては、1925年2月25日の申請書では、専攻科第一部
には家事・裁縫、第二部には家事の小専正「認定校」をとしていたものの、上記「理
由」の段階から第一部・第二部に関わらず専攻科は家事・裁縫の小専正とされ、そ
れは最後の稟議書まで変更がない。
44 前掲笠間「1920年代半ば以降の小学校教員検定」221～222頁。
付記
　本稿は、前掲2017～2021年度科学研究費補助金基盤研究（B）の研究成果の
一部であり、第76回日本教育学会（桜美林大学、2017年8月）におけるラウン
ドテーブルでの報告「戦前日本における非師範学校系統の小学校教員養成―無
試験検定を中心に―」（丸山剛史他）の井上の担当部分の一部を大幅に加筆修
正したものである。
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（京都府）小学校教員無試験検定内規 1920年10月現在
第一条　小学校本科正教員無試験検定ニ於テ合格ト認ムヘキ資格アル者左ノ如シ
　一．高等師範学校女子高等師範学校本科卒業者
　二．元高等師範学科及中等師範学科卒業者
　三． 中学校卒業者若クハ高等女学校本科卒業後修業年限一ヶ年以上ノ補習科ニ於テ小学校教員ニ適
スル教育ヲ受ケテ卒業シタル者又ハ公立私立学校認定ニ関スル規則ニヨリテ認定セラレタル学
校ヲ卒業シタル者ニシテ二ヶ年以上小学校教員勤務ノ経歴ヲ有シ成績佳良ニシテ且適当ノ方法
ニ依リ教育科音楽科法制及経済科（男子）ヲ学修シタル者
　　　但シ在学中法制経済ヲ学修シタル者ハ之ヲ欠ク
第二条　尋常小学校本科正教員無試験検定ニ於テ合格ト認ムヘキ資格アル者左ノ如シ
　一．元初等師範学科卒業者
　二．元小学校中等全科ノ教員免許状ヲ有スル者
　三． 小学校令施行規則第百七条第四号第五号該当者ニシテ一ヶ年以上小学校教員勤務ノ経歴ヲ有シ
成績佳良ニシテ且適当ナル方法ニ依リ教育学ヲ学修シタル者
　四． 小学校令施行規則第百七条第四号第五号ニ該当シ本府主催教育学科講習ヲ受ケ三ヶ月以上本府
小学校又ハ公立幼稚園ニ勤務シ其ノ成績佳良ナル者
　五． 高等女学校本科ヲ卒業シ一ヶ年以上ノ補習科ニ於テ教育ニ関スル教授ヲ受ケタル者ニシテ三ヶ
月以上本府小学校又ハ公立幼稚園ニ勤務シ其ノ成績佳良ナル者
　六． 京都府立第一高等女学校、同第二高等女学校、私立京都高等女学校専攻科並平安女学院高等科
卒業者
第三条　小学校准教員無試験検定ニ於テ合格ト認ムヘキ資格アル者左ノ如シ
　一．尋常小学校本科正教員免許状所有者
　二．第二条該当者
第四条　尋常小学校准教員無試験検定ニ於テ合格ト認ムヘキ資格アル者左ノ如シ
　一．元小学校簡易科又ハ元初等科教員免許状所有者
第五条　専科正教員無試験検定ニ於テ合格ト認ムヘキ資格アル者左ノ如シ
　一． 文部省直轄学校ニ於テ某科目ニ関シ特ニ教員ノ職ニ適スル教育ヲ受ケテ卒業シタル者ニ就テハ
其ノ学科
　二．師範学校中学校高等女学校某科目ノ教員免許状ヲ有スル者ニツキテハ其ノ学科
　三．京都市立絵画専門学校本科並同美術工芸学校絵画科図案科卒業生ニツキテハ図画科
　四． 高等女学校本科及実科（修業年限三ヶ年以上ニシテ裁縫ヲ主トスル技芸専修科ヲ含ム）卒業生
実科高等女学校卒業生ニツキテハ裁縫科
　五．中学校ト同等以上ト認メラレタル甲種農業学校卒業生ニツキテハ農業科
　六．同上甲種商業学校卒業生ニツキテハ商業科及英語科
　七．中学校卒業生ニツキテハ英語科
　八．私立京都高等手芸女学校師範科卒業者ニツキテハ裁縫科
　但第 三号乃至第七号ニ該当スル者ニ就テハ一ヶ年以上小学校勤務ノ経歴ヲ有シ成績佳良ナル者又ハ
適当ナル方法ニ依リ在学中又ハ卒業後教育学ノ大要ヲ修メタル者ナルコトヲ要ス
［資料1］「1920年内規」
（京都府）小学校教員幼稚園保姆無試験検定内規 1922年2月1日施行
　表2のDまでの一部改正によって、下線箇所は削除された部分、｛　｝は加筆修正された部分
第一条　小学校本科正教員無試験検定ニ於テ合格ト認ムヘキ資格アル者左ノ如シ
　一． 高等師範学校及ヒ女子高等師範学校ノ本科卒業者ニシテ師範学校中学校高等女学校教員免許状
［資料2］「1922年内規」
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ヲ有スル者
　二． 元高等師範学科及ヒ中等師範学科ノ卒業者ニシテ師範学校中学校高等女学校ノ教員免許状ヲ有
スル者
　三． 小学校令施行規則第百七条第一項第四号第五号ノ一ニ該当シ二箇年以上小学校教育ニ従事シ現
ニ管内小学校ニ在職シ其ノ成績佳良ナル者ニシテ当該教員試験検定科目ニ照シ其ノ資格ニ於テ
受験ヲ要スヘキ学科ノ学修ヲ為シタル者、但シ此ノ場合専門学校入学ノ試験検定合格者ニ於ケ
ル資格ハ之ヲ中学校又ハ高等女学校ノ卒業者ト見做ス
　四． 高等女学校卒業後修業年限一箇年以上ノ補習科ニ於テ小学校教員ニ適スル教育ヲ受ケテ卒業シ
現ニ管内小学校ニ在職シ其ノ成績佳良ナル者ニシテ在学中若クハ卒業後当該試験検定科目ニ照
シ其ノ資格ニ於テ受験ヲ要スヘキ学科ノ学修ヲ為シタル者
　五． 尋常小学校本科正教員又ハ小学校准教員ノ免許状ヲ受ケタル後五箇年以上小学校教育ニ従事シ
現ニ管内小学校ニ在職シ其ノ成績特ニ優秀（実地視察ヲ要ス）ナル者ニシテ小学校令施行規則
第百八条ノ試験科目及ヒ其ノ程度ニ準シ補修ノ経歴アル者
　六． 其ノ他小学校令施行規則第百七条第一項第一号乃至第三号ノ一ニ該当シ同第百八条ノ試験科目
及ヒ其ノ程度ニ対照シ相当ノ学力アリト認ムル者
第二条　尋常小学校本科正教員無試験検定ニ於テ合格ト認ムヘキ資格アル者左ノ如シ
　一．元初等師範学科卒業者
　二．元小学校中等全科ノ教員免許状ヲ有スル者
　三． 小学校令施行規則第百七条第一項第四号第五号ノ一ニ該当シ一箇年以上小学校教育ニ従事シ現
ニ管内小学校ニ在職シ其ノ成績佳良ナル者ニシテ且適当ナル方法ニ依リ教育学ヲ学修シタル者
　四． 小学校令施行規則第百七条第一項第四号第五号ノ一ニ該当シ本府主催教育学科講習ヲ受ケ三箇
月以上管内小学校｛、実業補習学校｝又ハ公立幼稚園ニ勤務シ其ノ成績佳良ナル者
　五． 高等女学校｛又ハ専門学校入学者検定規程ニ依ル指定ヲ受ケタル女学校｝卒業後修業年限一箇
年以上ノ補習科ニ於テ毎週二時間以上教育ニ関スル学科ヲ学修シ卒業シタル者ニシテ三箇月以
上管内小学校教育ニ従事シ其ノ成績佳良ナル者
　六． 京都府立京都第一高等女学校、同第二高等女学校、私立京都高等女学校ノ各専攻科及ヒ京都府
立京都第一高等女学校、平安女学院ノ各高等科卒業者
　　　 ｛左ノ学校ヲ卒業シタル者／京都女子高等専門学校本科及実科高等女学校又ハ高等女学校実科
ヲ卒業シテ入学シタル国文科別科、京都府立京都第一高等女学校及同第二高等女学校ノ専攻科、
京都府立京都第一高等女学校高等科、平安女学院高等科ノ内文学部、家政部、幼稚園保姆部、
但シ幼稚園保姆部ニアリテハ高等女学校ヲ卒業シテ入学シタル者ニ限ル、京都成安女子学院専
攻部高等師範科但シ高等女学校又ハ専門学校入学者検定規程ニ依ル指定ヲ受ケタル女学校ヲ卒
業シテ入学シ修業年限三箇年ノ課程ヲ卒ヘタル者ニ限ル｝
　七． 小学校准教員又ハ尋常小学校准教員免許状ヲ受ケタル後五箇年以上小学校教育ニ従事シ現ニ管
内小学校ニ在職シ其ノ成績特ニ優秀（実地視察ヲ要ス）ナル者ニシテ小学校令施行規則第
百十一条ノ試験科目及其ノ程度ニ準シ補修ノ経歴アル者
　八． 其ノ他小学校令施行規則第百七条第一項第一号乃至第五号ノ一ニ該当シ同第百十一条ノ試験科
目及其ノ程度ニ対照シ相当ノ学力アリト認ムル者
第三条　小学校専科正教員無試験検定ニ於テ合格ト認ムヘキ資格アル者左ノ如シ
　一． 文部省直轄学校ニ於テ某科目ニ関シ特ニ教員ノ職ニ適スル教育ヲ受ケ卒業シタル者ニ就テハ其
ノ学科
　二． 師範学校中学校高等女学校教員免許状若クハ高等学校高等科教員免許状ヲ有スル者ニ就テハ其
ノ学科
　｛三． 京都女子高等専門学校家政科本科及実科高等女学校ヲ卒業シテ入学シタル別科卒業者ニ就テ
ハ裁縫科｝
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　｛四．京都女子高等専門学校英文科本科卒業者ニ就テハ英語科｝
　｛五．京都府立京都第二高等女学校専攻科卒業者ニ就テハ家事科及裁縫科｝
　三｛六｝．京都市立絵画専門学校本科並同美術工芸学校絵画科、図案科卒業者ニ就テハ図画科
　四｛七｝． 高等女学校｛又ハ専門学校入学者検定規程ニ依ル指定ヲ受ケタル女学校｝卒業者ニ就テ
ハ裁縫科
　五｛八｝． 小学校令施行規則第百七条第一項第五号該当ノ農業学校卒業者ニ就テハ農業科同商業学
校卒業者ニ就テハ商業科及英語科
　六｛九｝．中学校卒業者ニ就テハ英語科
　七｛一〇｝． 音楽、体操、裁縫、手工、農業、商業、家事、図画、外国語ノ一科目若クハ数学科ニ
関シ師範学校本科第一部ノ学科程度ト同等以上ノ程度ニ於テ教授スル学校卒業者ニシ
テ普通科ニ就キ高等小学校卒業若クハ之ト同等以上ノ学力ヲ有シ現ニ管内小学校ニ在
職シ其ノ成績特ニ優秀（実地視察ヲ要ス）ナル者ニ就テハ其学科
　八｛一一｝． 高等小学校卒業若クハ之ト同等以上ノ学力ヲ有シ免許スヘキ学科目ニ就キ五箇年以上
小学校ノ専科ノ教授ニ従事シ現ニ管内小学校ニ在職シ其ノ成績特ニ優秀（実地視察ヲ
要ス）ナル者ニ就テハ其ノ学科
　前項 第三｛六｝号乃至第六｛九｝号該当ノ者ニ就テハ六箇月以上小学校｛又ハ実業補習学校｝教員
勤務ノ経歴ヲ有シ現ニ管内小学校｛又ハ実業補習学校｝ニ在職シ其ノ成績佳良ナル者又ハ適当
ナル方法ニ依リ教育学ノ大要ヲ修メタル者ナルコトヲ要ス
第四条　小学校准教員無試験検定ニ於テ合格ト認ムヘキ資格アル者左ノ如シ
　一．尋常小学校本科正教員免許状所有者
　二．第二条該当者
　三． 小学校令施行規則第百七条第一項第四号第五号ノ一ニ該当シ六箇月以上小学校教育ニ従事シ現
ニ管内小学校ニ在職シ其ノ成績佳良ナル者
　四．其ノ他現ニ管内小学校ニ在職シ成績優秀ナル者ニシテ検定委員会ニ於テ特ニ適任ト認メタル者
第五条　尋常小学校准教員無試験検定ニ於テ合格ト認ムヘキ資格アル者左ノ如シ
　一． 小学校令施行規則第百七条第一項第四号第五号ノ一ニ該当シ現ニ管内小学校ニ在職シ其ノ成績
佳良ナル者
　二． 高等小学校卒業程度以上ノ学力ヲ有スル者ニシテ三箇年以上小学校教育ニ従事シ現ニ管内小学
校ニ在職シ其ノ成績佳良ナル者
　三．其ノ他現ニ管内小学校ニ在職シ成績優秀ナル者ニシテ検定委員会ニ於テ特ニ適任ト認メタル者
第六条　幼稚園保姆無試験検定ニ於テ合格ト認ムヘキ資格アル者左ノ如シ
　一．他府県ニ於テ授与シタル幼稚園保姆免許状ヲ有スル者
　二．官公立幼稚園保姆養成科ヲ修了シタル者
　｛三．平安女学院高等科幼稚園保姆部卒業者｝
　三｛四｝． 小学校ノ本科正教員又ハ准教員無試験検定ニ於テ合格ト認ムヘキ資格ヲ有スル者但シ此
ノ場合ニ於テハ勤務年数現在勤務ニ就テハ小学校ニ関スル分ハ幼稚園ト見做スコトヲ得
　附則
第七条　本内規ハ大正十一年二月一日ヨリ之ヲ施行ス
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